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1　はじめに
厚生労働省は，将来的なHACCP（Hazard 

Analysis and Critical Control Point，危害分
析重要管理点）の義務化を見据えた施策を進めて
いる1）。ちなみにHACCPでは，食品の安全性に
関する危害要因のみを取り扱い，品質要因は取り
扱わない。

危害要因分析を正しく実施するためには，まず
危害要因の特性を正しく理解しておくことが重要
である2）。

食品の危害要因（図1）は，全ての使用原材料
と製造工程に関連する3種類の危害要因（生物
的，化学的および物理的）に大別される3）。さら
に，社会的および個別的危害要因についても留意

する必要がある。
本稿では，化学的危害要因に論点を絞り，危害

要因の特定につながる様々な分析法について食品
業界の現状を概説し，分析法の妥当性，実用性お
よび課題を考察する。

なお，食品の危害要因のうち生物的危害要因の
検査法については，拙著4）を参照されたい。

2　化学的危害要因の概要
化学的危害要因（表1）は，原材料への危害要

因物質と食品への危害要因物質に大別される5）。
前者には，自然毒や環境汚染物質，そしてアレ

ルギー原因物質（表示が義務付けられている特定
原材料7品目など）や農薬などがある。一方，後
者には，加工・調理時に由来する化合物（最近話
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図1　食品の危害要因3）
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題のアクリルアミド，トランス脂肪酸など）や食
品の不適切な保存状態により生成されるヒスタミ
ン，過酸化脂質などがある。

これらの化学的危害を及ぼす物質は，低分子化
合物からアレルギー原因物質である高分子タンパ
ク質，化学構造が類似した同族体・異性体，そし
て世界中で約1 000種類ともいわれる農薬類な
ど，実に多種多様で，しかも一般的に微量であ
る。

3　化学的危害要因の分析法の現状
3.1　食品の危害要因の基本的な分析法

食品の危害要因の分析には，表2に示す多様な
手法が用いられている。化学的危害要因の分析法
としては，主に機器分析法，酵素免疫測定法

（ELISA）および酵素的測定法が挙げられる。な
おポリメラーゼ連鎖反応法（PCR法）および培
養法は，主に生物的危害要因の分析に使用され
る。

近年は機器分析法と同様に，ELISAおよび酵
素的測定法などの簡便で迅速な優れた分析法が
次々と開発されており，危害要因分析の検査業務
などに携わる関係者には有用な手法として受け入
れられている。

食品企業における食品（および食品原材料）の
危害要因分析に主に使われる3種類の分析法につ
いて，導入の現状を以下に紹介する。

3.2　機器分析法
機器分析法では，主にLC（LC-MS，LC-MS/

MS）およびGC（GC-MS，GC-MS/MS）など
多くの分析法と機器が実用化され，化合物の特
定，定量，精製などに広く利用されている。

一例として，残留農薬（農産物）の一斉分析フ
ローを図2に示す3）。

（手順）①抽出：試料からアセトニトリルを用
いて農薬を抽出する。②精製：リン酸緩衝液によ
り中性条件下で塩析を行う（液液分配）。分離し
た ア セ ト ニ ト リ ル 層 を 濃 縮 し，ODS（Octa 
Decyl Silyl）カラムで脂質などを除去，GCB/
N H 2（ G r a p h i t i z e d  C a r b o n  B l a c k /
Aminopropyl）カラムにより色素成分や脂肪酸
などを除去する（固相抽出）。③測定：GC-MS

（/MS）やLC-MS（/MS）で測定する。
食品中に残留する農薬等へのポジティブリスト

図2　残留農薬（農産物）の一斉分析フロー 3）
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表1　化学的危害要因の概要5）

表2　食品の危害要因の基本的な分析法

化学的危害要因の分類 危害要因物質の代表例 

原材料への危害要因物質 自然毒 カビ毒，魚貝毒，植物毒など 

環境汚染物質 有害金属，ダイオキシン類，残留性有機汚染物質など

アレルギー原因物質 えび，かに，卵，乳，小麦，そば，落花生など 

生産時使用物質 農薬，殺虫剤・除草剤，動物用医薬品など 

食品への危害要因物質 加工・調理時由来物質 アクリルアミド，トランス脂肪酸，食品添加物など 

容器由来内分泌攪乱物質 ビスフェノールＡ，フタル酸エステル類など 

保存中の変化（腐敗，酸化） ヒスタミン，過酸化脂質，ニトロソ化合物など 

１．機器分析法（Instrumental Analysis Method） 
１-１．液体クロマトグラフィー（LC） 

     液体クロマトグラフ-質量分析法（LC-MS，LC-MS/MS） 
１-２．ガスクロマトグラフィー（GC） 

     ガスクロマトグラフ-質量分析法（GC-MS，GC-MS/MS)  
２．酵素免疫測定法（Enzyme-Linked ImmunoSorbent Assay，ELISA） 
３．酵素的測定法（Enzymatic Measurement Method） 
４．ポリメラーゼ連鎖反応法（Polymerase Chain Reaction Method，PCR法）
５．培養法（Cultivation Method） 
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制度（2006年5月施行）で，約800種類の農
薬等に残留基準が設定されており，基準値が設定
されていない農薬等については一律基準として
0.01 ppmが設定されている。

都道府県の研究所では，LC-MS（/MS）など
による農産物中の残留農薬一斉分析法について，
妥当性評価ガイドラインに従って評価が行われて
いる6）。民間の検査センターでは，生鮮食品及び
簡易な加工を施した食品を対象として，残留農薬

（100～600項目）の一斉分析を受託している。

3.3　酵素免疫測定法（ELISA）
ELISAは，測定原理の違いにより，競合法と

非競合法（サンドイッチ法）に大別される7）。
一例として，カビ毒（総アフラトキシン；

B1，B2，G1，G2の総和）の測定法の原理（直
接競合ELISA）を図3に示す8）。

（手順）①酵素（HRP）標識した抗アフラトキ
シン抗体と試料中のアフラトキシンを反応させ
る。②プレート上に固相化されたアフラトキシン- 
BSA複合体に未反応の抗体を結合させる。③洗
浄操作によりプレートに結合していない抗体を除
去した後，発色基質を加える。④プレート上に結
合した抗体の酵素により基質の発色を定量する。
⑤同時に作成した標準溶液の検量線からアフラト
キシン濃度を算出する。

本 法 に よ り， 総 ア フ ラ ト キ シ ン（ 規 制 値 

図3　総アフラトキシン測定法の原理8）

HRP： Horseradish Peroxidase

BSA： Bovine Serum Albumin

酵素（HRP）
抗アフラトキシン抗体

アフラトキシン

アフラトキシン-BSA
複合体

10 µg/kg）の迅速，正確かつ高感度な測定が可
能であり，公定法（高速液体クロマトグラフィー

〔HPLC法〕）との相関性も高く，スクリーニン
グ法として有用である。

3.4　酵素的測定法
本法の利点は，温和な条件で酵素の触媒特性

（基質選択性）により簡便迅速で精度の高い測定
ができることである。

一例として，アレルギー様食中毒の原因物質で
あるヒスタミンの測定法の原理を図4に示す9）。
（手順）①1-Methoxy PMS（電子受容体）の

存在下，ヒスタミンにヒスタミンデヒドロゲナー
ゼを作用させる。②電子の授受によってテトラゾ
リウム塩（WST-8）からホルマザン色素が生成
される。③このホルマザン色素を測定し，ヒスタ
ミン濃度を算出する。

本法は，従来法（HPLC法，AOAC〔Association 
of Official Analytical Chemists〕法および酵
素免疫測定法〔EIA〕）と比較して，簡易で迅速
な測定法である。

日本では，水産食品に対するヒスタミンの法的
な規制はなく，食品を輸出する際には欧米などの
規制値を遵守する必要がある。

4　おわりに
「食品の安全と安心」について，山形県（食品

安全衛生課）ホームページ10）では，安全と安心
は似たものと受け取られがちのようであるが，本
来はずいぶん違うものであるとして，この安全と
安心についての紹介がある。その一部を以下に抜
粋する。
① 安全とはどんなこと？

食品の安全とは，･･･科学的，客観的に分析，
評価して得られるものです。･･･食品について
100 ％の安全はありません。

図4　ヒスタミン測定法の原理9）

ヒスタミン

アルデヒド化合物

1-Methoxy PMS

1-Methoxy PMS

（還元体）
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ヒスタミンデヒドロゲナーゼ
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② 安心とはどんなこと？
安心とは，心に不安が少ないか，ない状態とい

え･･･ます。･･･安心は心理的，主観的な問題で，
ある状態を安心と感じるかどうかは個人差があり
ます。

これらのことから，食品企業や消費者が，安全
は科学，安心は感覚ということを再認識できる。

食品の安全を確立するためには，図1に示した
食品の危害要因（生物的，化学的および物理的）
の特性を踏まえて，合理的な検査と管理基準を設
定することが有効なリスクマネジメントを行う上
で重要である。

一方，食品の安心を確保するためには，社会的
や個別的な危害要因の低減，すなわち風評やク
レームへの対応，食品表示法や品質に関する法規
制の遵守などを徹底することである。

本稿の主題である化学的危害要因の分析，評価
では，表2に示した分析法のそれぞれの特長を把
握して，自らの事業所で行う自主検査と，第三者
機関への外部委託検査の仕分けを考えるべきであ
る。

自主検査では，現場の組織やシステムに合わせ
て，妥当性が確認された分析法の中から，精度管
理ができる分析法を選択する必要がある。

機器分析法では，短時間に，簡単に，微量化合
物の特定と定量が可能になっているが，分析コス
トの上昇が大きな課題になっている。ELISAお
よび酵素的測定法では，簡便で迅速な優れた分析
法が次々と開発されているため，食品の種類や用
途に合わせて最新の分析法を取捨選択することが
大切である。

食品企業では，商品設計から生産，流通の各段
階において，リスク管理を行っているとはいえ，
食品への危害を完璧には予防できない。しかし，
適切な分析法を駆使して，食品への化学的危害の
効 率 的 な 防 止 お よ び 低 減 が 強 く 望 ま れ て い 
る5, 6, 8, 9）。

なお，全般的な食品の危害要因分析法や関連す
る分析技術については，文献3, 7, 11-13）を参照さ
れたい。
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